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立岩 真也 1997=2013 『私的所有論』 生活書院 
――――― 2000 『弱くある自由へ』 青土社 
――――― 2003 『自由の平等』 岩波書店 
柘植 尚則 2014 『プレップ経済倫理学』 弘文堂 
Weil, Simone 2014 田辺 保訳『工場日記』筑摩書房 










P詳しくは、「新たな支援制度の実態とは――生活困窮者自立支援法の問題点 大西連 / 自立生活
申請先学部 経済学部 






































合）が 15.3~18%(2010)である。 [生活保護問題対策全国会議, 2011]実際に、私の経験も含めて、
このスティグマを引き受けたくないために、生活保護を申請しない人々―例えば、野宿者―はたく
さんいる。これは、彼らの自己決定や自己責任であると批判する者がいるが、社会がそういう障壁
を生じさせているのだから、社会にはこの障壁を減らす義務があるはずではないだろうか。 
P
10
P 実際に、全体に対する不正受給の件数の割合は、1.80%(2010)。また、全体に対する不正受給額
の割合は、0.38%(2010)である。両方とも、2012.3 厚生労働省社会・援護局関係主管課長会議資料
より。 
 
今後の課題 
① 上で述べたように、立岩真也「私的所有論」をきっかけに、労働・社会保障に関わる根本的
な概念である「所有」について哲学・倫理学的に考察する。経済学では前提としている「私
的所有」についてさらに考察していきたい。 
② ①である種の「私的所有論」を批判して、国家が市民（どちらかというと富裕層）に対して
市民の生存のために徴収することが正当化されていても、国家が、生存に脅かされている市
民に対して援助されないかもしれない。現実として、脳死や重度障害者に関しては、国家が
あまり援助していない。なぜ国家が援助しないのか、さらに発展していえば、なぜ国家がい
のちの弁別を行っているかという問いを生権力の視点で考察していきたい。 
 
